
１対象者

　⑴日本標準産業分類の大分類いおいて、Ｃ～Ｎに

該当する事業者

　⑵長万部町内に主となる事業所がある事業者

　⑶令和３年５月１６日から６月２０日の期間に事業

所を廃止していない事業者

　⑷事業収入額を証明できる事業者（年金収入や雑

収入のみの方は対象外。）

　⑸⑴～⑷の条件を全て満たす事業者

２提出書類

　⑴長万部町緊急事態宣言に係る臨時給付金交付

申請書

　※町ＨＰからダウンロード、もしくは

　　　　役場１Ｆロビー、２Ｆ産業振興課にあります。

　⑵確定申告書Ｂの写し

　※令和３年から事業を開始した方は、事業専用通

帳の写しに収支の明細を添付。

３申請期限

　令和３年７月３０日（金）

　　※期日を超えての申請はできません。

４支給額

　７５，０００円

【提出先・お問い合せ先】

　役場産業振興課　　☎２－２４５５（直通）

　令和３年５月１６日から３１日まで北海道へ緊急事態宣言が発令され、さらに６月２０日まで延

長されたことにより、町内の企業活動に大きな影響が出ているため、長万部商工会が窓口となり、

臨時交付金を支給します。

　長万部商工会の会員以外であっても商工事業者であれば申請できますので、ぜひご利用ください。

　新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、低所得の子育て世帯に対し、その実情を踏まえ

た生活の支援を行う観点から、子育て世帯生活支援特別給付金が支給されます。

⑴支給対象者

　ひとり親世帯

　　①令和３年４月分の児童扶養手当の支給を受けている方（申請不要・北海道より支給済）

　　②公的年金等を受給していることにより、令和３年４月分の児童扶養手当の支給を受けていない方

　　　※児童扶養手当に係る支給制限限度額を下回る者に限る。

　　③令和３年４月分の児童扶養手当は受給していないが、新型コロナウイルス感染症の影響を受けて家計

が急変し、収入が児童扶養手当を受給している方と同じ水準となっている方

　※②③は申請が必要です。

　その他の世帯

　・基準日（令和３年３月３１日）時点で、１８歳未満の児童（障害児の場合、２０歳未満）を養育する父母等

　　①令和３年度分の住民税（均等割）が非課税である方

　　　申請は不要です。（該当者には通知文書を送付してあります。）

　　②令和３年１月１日以降の収入が急変し、住民税非課税相当の収入となった方

　　※②は申請が必要となります。

⑵給付額

　・児童一人あたり一律５万円

　　※いずれかに該当して支給された方は、重複して受け取ることはできません。

●お問い合わせ先　町民課戸籍医療年金係　☎２－２４５３
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緊急事態宣言に係る臨時給付金の支給について
（長万部商工会会員以外の事業者の皆様へ）


